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Summary 
Primarily， itis studied how much output has increased and the technique has elevated on 
the rice crop agriculture. 
The family farm takes the responsibility of the productive power under the small land 
owner and the petty farmer. 
The farming technique advances to be suitable for the small farm on the rice crop produ. 
ction. 
The new technique is invented at the term for the increased production of food after the 
war I. The new technique is wide spread in all directions with the agricultural modernization 
line at the teロnof the high rate of growth in G. N. P. since 1960. The rice crop farming has 
attained to the high stage of the productive power with agricultural tractor of driving type， and 
it establishes the system of continuous operation with middle-sized implements. 
Though the rice crop farming realizes such a high stage of the productive power， the 
traditional family farm could not display the high efficiency of production within the limits of 
size of area of cultivated land， and so it is necessary for the rice crop farmer to expand the size 
of paddy field planted area. 
Secondarily， the production function is utilized as the estimating and analytical rnethod in 
the rice crop farming in the Shounai areas仕om1975 to '85 by using the statistical data of the 
results of the surveys on production cost of rice， conducted by the Statistics and 1nformation 
Departrnent， Ministry of Agriculture， Forestry and Fisheries. 
The rate of technical progress and the production efficiency is estimated with the 
production function of rice crop farming. The production function is utilized with both method 
of the average and frontier type. 
1t is resulted that the estimate and the analysis proves the自xedor increased returns to 
farm scale of rice crop farming. 
1t is veri自edthat the rate of technical progress has increased continually from 1975 to 
85， though it remains room to examine with a detailed study on the estimate. 
The estimate signifies within the.limits of size of paddy五eldplanted area， by the use of the 
data of the survey. 
The coe伍cientof elasiticity of production factors on the rice crop farming responds highly 
to the paddy field planted area， next to working hours， thirdly capital service of the objects to 
labor and finally capital service of the means to labor. 
1n the working hours， itis positive value in the rice nursery， cultivation， transplantation， 
the practice of cultivation such as weed， damages by blight and harmful insects. irrigation and 
drainage. The transplantation has the high effect. Harvesting operation gets rather than 
negative effect. But， as the ratio of contribution of the effect to save working hours is higher on 
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the transplantation and harvesting operation than other， itis important that the farmers not 
only increase rice output per 10 acre (yield) but save rice production cost. 1n the capital service 
of the object to labor， The seed and seedling cost， fertilizers and manures cost， agricultural 
chemical cost， light， heat and power cost have positive巴ffect.But rent and charge respond with 
small e妊ect.As the intimate relationship is showed among the decline of harvesting work and 
capital service of the means to labor， itmay imagine from the low effect of capital service of the 
means to labor that small production farmer is inclined to invest excessively and that the labor 
saving in the large production farmer goes forward on the harvesting work. It is verified that 
the higher the technical efficiency in the production is， the higher the yield is， so that the labor 
productivity is higher by the labor saving. But， the technical e伍ciencycould not always show 
a upward trend among the size of paddy自eldcultivated land. When the size of paddy field 
cllltivated land enlarges， the yield and labor prodllctivity shows a upward trend. 
Finally， the change of qllality on the rice crop technique and the trend to develop is 
stlldied on the Shollnai arears to prove from the reslllts of the estimate of the technical 
efficiency of the rice crop farming. 
The system of cotinuous operation with middle sized implements spread out and then may 
be apt to change in quanlity. 1t is concerned into appearance of the technique in the rice crop 
farming and farm innovation to aim at the new establishment of paddy field agriculture， and so 
the level of productivity shall be able to increase higher future than present. 1n the case of it， 
the small partial land owner of the petty farm and the dispersion in the paddy五eldmight be. 
come the limiting condition for adaptation of the technique and farm innovation. 
1t is the best important problem for lIS to convert the small farm and the diversion of paddy 
field to the large farm and the bringing together paddy抗eld.
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そのような課題に応える方向で，産業として自立しう
る農業経営の確立と健全な農業生産力の展開をめざして
いくためには，稲作農業の生産力構造，あるいは技術構
造を再構築してし、かなければならない.
本論は，稲作農業の技術構造の再構築に向けて，現在
の技術構造を解明するために，稲作農業の技術進歩と技
術効率を計測し課題に接近することを試みるものであ
る.
先ず，我国の稲作生産力と技術の進展を検討し，次ぎ
に，稲作技術構造の理論的考察を行い，及びその分析方
法を検討し，更に叉，分析方法に基づいて，技術進歩率
と技術効率の計測と若干の吟味を行い，最後に，技術進
歩や技術効率を規定する諸要因について，庄内地域にお
ける稲作の部分技術と体系の変化から，解明することを
試みる.
稲作農業の技術進歩と技術効率の計測一一加藤 3 
I.稲作生産力と技術の進展
戦後，我国は資本主義経済社会体制の下で，平和憲法
を制定し，民主化改革が行われた.農業では農地改革が
実施され，地主的土地所有制度を打破し，自作農的土地
所有制度の経済構造のなかで，農業生産力の発展をはか
つてきた.
農業の展開過程において，農業の近代化を一層促進さ
せ，稲作のような土地利用型農業では経営耕地規模鉱大
を必然化し，自作農的土地所有構造は請負耕作，作業受
委託，叉農用地利用増進法にもとづいて賃貸借の利用権
設定による耕作など借地型農業経営の析出をみて，近代
的土地所有構造に変質してきている.
これは農業生産力の発展が土地所有構造の変革を引き
起こしたことを実証する.
我国の戦後の稲作農業生産力の展開過程についてみる
と大きく 2つの時期に区分される1)
第 1期は省力，増収併進段階であり，食糧増産期にあ
たる，戦後の混乱期を除いた1951~1967年である . この
分岐点となる1967年(昭和42年)を基準とすると，稲作農
業生産力は水稲10aあたり実収量が450kgに達し，米の
過剰が発現してきたこと， 国民 1人当 り供給量が 100kg
を割った.これまでのこの期の生産力構成要素構造とも
いうべき，農法あるいは技術体系は歩行型の動力耕転機
段階に達して，手植，手刈を基本として，多収品種，保
温折衷商代による健苗，密纏，後期重点、施肥の多肥，農
薬防除，間断潅甑による用排水調節などの周到な肥培管
理に立脚する集約的技術体系であった.
農業経営部門組織は自作践的土地所有制度下で水回酪
農経営など多様な小商品小差是複合経営の展開をみてお
り，農業内における生産力格差が顕在化するなかで，わ
ずかではあるが資本蓄積を可能とし農業経営の上向発
展，自立経営層の増大がみられた.
第2期は， 1967年以降の省力偏進，単収停滞段階であ
り，食糧過剰，米生産調整期にあたる.稲作生産力は水
稲10a 当り実収量が450~500k9台に達している . その後
この水準を上廻る収量をあげている.それよりも 1時間
当り収量が1950年代が 2kg水準から1960年代後半に 3kg 
水準，そして現代では 8kg水準と飛躍的に増大してい
る.これは単収の増加よりも10a当り労働時聞が1960年
後半に 150時間， 1920年代に 100時間を割 り，1980年代
の現在では50時間と著しい省力化が東北，北陸をはじめ
進んだことによる.
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1970年代以降の生産力向上に対応した生産力構成要素
構造を検討する 12)
第 1には，労働手段の高度化の局面では水聞の生産基
盤の整備の進展とともに，乗用トラクタ}耕段階に到達
し，機械田植，機械収穫に進展し，いわゆる中型機械化
一貫作業体系が確立し 乗用トラクター，育苗施設，田
植機，自脱型コンパイン， 動力乾燥機を装備し，各作業
労働過程が機械で一貫して行われるに至った.それが
10a当り労働時聞を減少させ時間当 り収量を増大さ
せることによって，労働効率を飛躍的に増大させた重要
な要因でめる.反面， 1976~80年以後の冷害により，作
況指数の変動を大きくさせるなどは，裁域管理過程の省
力化というよりは「省略稲作」の結果とL、う指摘も行わ
れている.
乗用 トラ クタ ーは，当初， 20 ps程度のいわゆる 「中
型トラクタ ー」で、あったが，多くは農業構造改善事業の
近代化施設がらみで，共同所有，共同利用であった.そ
れが次第に個別利用に転化し，小型機械の性能向上とと
もに，普及台数を増大させている.こうして，高馬力
化， 乗用化は，作業性能における節約差をもたらすもの
よりは能率化とL、う量的差の活用であるとみられる.
動力収穫機はパインダーと自脱型コンパインの併存が
続いているが，自脱型コンパインは根刈一穂首脱殺を継
承し， 生籾の完全な人工乾燥体系をとることになった.
また廃ワラはカッタ ーで切断し 地力維持のために，土
地還元する方式，また結束機を装備し，水団圃場からの
持ち出しの選択が可能とな り，その普及台数の増加傾向
が続いている.しかしすき込みによる地力維持の方向
はロータリ 耕ーによる浅耕体系の見直し，排水条件を強
化する土地基盤 ・造成，腐植促進のための集約的対応を
必要と している. これは中型機械化一貫作業体系におけ
る地力維持体系をどう発展させるかにか与っている.
動力回植機における機械田植は，当初，根洗苗用，土
付人力用から歩行型の 2条田植機，多条化から，最近で
は園場条件の整備にともなって，大規模層や生産組織の
更新時期に当って，乗用化， 大型化していくものとみら
れる.また稚苗植から中成苗植へと大苗化の傾向がみら
れる.これは作業労働や裁培技術対策の不十分なために
起こる不安定性で生じ，労働能率の低下，資材の多投が
避けられない.しかし，寒冷地における保護期間 の延
長，園場や水利条件が不十分な地域， 土地利用上の制約
のもとで晩期移植対応として見直される.
第2には，労働対象の技術的局面においては，良質多
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収米品種の育成・普及の上に立った，深耕，多肥，密植
技術の展開である.先ず，水稲品種では1970年代から米
の生産調整を反映して改良良質米多収品種が増加し更
に良食味の品種が急増し，東北のササニシキ，北陸・関
東地方のコシヒカリが自主流通米として高い商品価値を
得ている.次ぎに，育苗・移植では健苗早植が実施され
ている.育苗は保護苗代により北日本の寒冷地帯におい
て早播き早植による栄養生長期の延長等により単収の上
昇をもたらし，次いで機械回槌になって箱育苗法によ
り，省力効果の他に，早期育苗により栄養生長期間が長
くなり生育量が増大すること，葉齢の若い苗を植えるの
で，低温活着性が優れ，また分げつ発生節位が低いため
茎数が多くなり，穂数の確保が容易であることから，従
来，穂数不足が収量制限要因となっていた.寒冷地，労
働力不足で組槌の止むえない地域等で収量上昇に寄与し
ている.裁植密度は機械植で75~85株/1坪と以前より
密植化し 1株苗数も増加しているが 1株内の環境悪
化が懸念される.また西南暖地では，若齢苗の早植密植
化が収量向上に必mずしも有利に作用せず，過繁茂による
頴花数の減少，ひいては減収が問題となっている.そう
した事情のなかで，新佐賀段階で取り入れた短稗穂数型
品種がとくに問題となった.
動力耕転機耕から乗用トラクター耕へ移行する段階で‘
その深耕による収量向上に寄与したが，機械植の導入で
浅耕化し，浅耕 ・密植栽培体系が定着しているといえ
る.
施肥及び用水管理についてみると，施肥量は化学肥料
の増投に加えて，施肥回数が増加し，それも活着を促進
する早期追肥をはじめとして，後期追肥の回数を増加さ
せ，稲の生育に合わせて少量ずつ施肥する方向を強化し
た.これに微量重要素(珪酸等)が多投されるようになっ
た.これはまた深耕と地力維持増進よりも，浅耕と肥力
による栽培法である.自脱型コンパインの収穫とともに
作溝が実施され，生ワラ分解過程で生ずるガス抜きと表
面排水を迅速にできる条件を作出す.
用水管理では保温的水 管理 (2.5~7 葉) ， 中干し(節
水)， 間断港海(1l~13葉 6 月 12 日 ~6 月 26 日頃)等， 潅
水，間断濯瓶，落水の用水管理過程が確立した.なかに
は無効分げつの抑制をねらった深水管理(7~9 葉)がと
りあげられている.
こうした稲作農業生産力の展開における稲作技術の性
格は地域性をおびており，積雪寒冷水稲単作地帯では，
稲作栽培管理技術の一層の調密化， 集約化を伴ないなが
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ら，機械化技術として体系化してきた.これに対して，
西南米麦二毛作地帯では土地利用率の低下を含む，稲作
技術の粗放化，省力化を第ーとする機械化の進展であっ
た.
第3には，稲作農業生産力形成と水田面積規模拡大，
及び農業生産の複合化，生産組織化，そして兼業化と農
業生産力の担い手問題である.
稲作技術の進展は経営耕地規模拡大と経営の複合化を
可能にしまた生産組織の再編 ・強化をうながした.他
方において，水稲作十兼業化という方向で多くの兼業農
家を析出させるに至った.
経営耕地規模拡大は農業労働力の低賃金と転用地価に
よる水団地価の高騰により，自作地拡大による農地集積
が困難となり，請負耕作，作業受委託，また利用権設定
による賃貸借が可能になるに従い，借地型水田農業経営
として存立する方向を見い出してきている.1970年代か
ら米の生産調整を続けているが， 水田利用において水稲
のみならず，転作作物の定着が重要な謀題になってい
る.そのために水田利用の作付方式を確立していく方向
で，経営の複合化が，個別及び地域複合の形態をとりな
がら， 重要な課題になっている.東北地方では自然的制
約から，水稲， 麦類， 大豆の2年3毛{乍の作付方式が適
応するとみられている.それに加えて畜産部門の導入を
はかつて耕種と畜産との有機的結合によって深耕・地力
維持増進による生産力の形成をはかつていくことが重要
である.
稲作生産力の発展における生産組織の役割・機能は零
細農耕・分散錯闘のもとでは極めて大きく重視される.
1920年代までは集団栽培が，大きな役割を担なし、，経
営階層間労働力調整によって，稲作生産力を維持し，発
展させてきた.その後，農業構造改善事業における近代
化施設の導入を契機に機械の共同利用組織として展開し
てきたが，中型機械化一貫作業体系が確立するに及び，
個別利用の傾向をみせ，解体過程を辿ってきた.最近，
ライス ・センターやカントリ ・ー エレベタ ー等の共同施
設の設置を契機に転作田の共同利用や作業受委託機能を
もった集団的生産組織の再編と強化をはかつてきてい
る.
兼業化は農工間生産性格差，所得格差の外部条件並び
に農業機械化に表われる近代化の内部条件で助長されて
いるが，生産者米価の切り下げ，低コスト稲作農業の高
まり，労働力の高齢者化，婦女子化によって，稲作経営
の維持が困難になってくるものと予想される.反面，男
稲作農業の技術進歩と技術効率の計測一一加藤 5 
子基幹労働力を保有している中核的農家が稲作生産の担
い手となって，個別経営として叉集団的生産組織の主体
として重視されるところである.
111.稲作技術構造の分析方法
1.生産関数と技術構造分析
本論は稲作農業生産力を計測し稲作の農業生産力構
造の解明を究極の課題としている.その場合，生産力構
造は個別経営の段階において，経営目標と生産関数とし
てとらえられる.郎ち，生産力構造は，土地，労働力，
生産手段などの生産力形成要因からなる.これを生産方
法の集合体，叉は労働手段の体系とすれば技術構造とみ
ることができる幻.
稲作生産力の技術構造は農業経営活動を制約する与件
であって，それが生産関数として表現される場合には，
①生産要素 ・生産物間交換関係，②生産要素間結合関
係，③生産物間結合関係，④生産規模関係，として認識
される.それは叉，計測可能な生産関数分析方法によっ
て，技術知識状態の変化技術進歩及び技術効率の情報
として提供される.
グーテレベルグによれば生産関数は大別してA型とB
型に分けられる.さらにB裂の特殊型としてC型があげ
られる.A型生産関数ではCobb-Douglas型生産関数が
最もよく使用される.C型生産関数には Leontief型生
産関数や線型計画法があり，生産プロセス概念をとり入
れている.これは実行可能な最も有効な生産管理方法を
与えてくれる.
先ず， A型生産関数の性質について述べる.A型生産
関数は連続的な一階および二階の偏導関数を導きうるも
のと仮定する.従って，生産要素 ・生産物聞の偏限界生
産力，生産要素間の偏限界代替率，生産物聞の偏限界変
形率について連続的な系列を計測できる.生産要素 ・生
産物間交換関係では偏限界生産力の逓増 ・一定 ・逓減領
域をも っている.生産要素間給合関係では技術的代替，
補完，独立関係の領域を定義できる.生産物間給合関係
では技術的競合，補完，補合関係の領域を定義できる.
叉，プリンクマンによる経営方式の配置は分化力と統合
力の相反する力が相互に作用し合うことによって発生す
ると述べている.各立地に農業経営に多角化(=複合化)
を強制する統合力の技術的要因には土地利用共同，土地
利用手段共同，生産物利用共同の3つをあげている.こ
れをへデイとプリンクマンの定義との関連でみると，プ
リンクマンの土地における地力，面積又は期間利用共同
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はへデイの補合的利用関係にあたる.土地利用手段共同
(=労働力及び労働補助手段の利用共同)も補合的利用関
係にあたる.このように土地利用又は土地利用手段共同
は生産要素利用に関する生産部門間の技術的関係である
が，次ぎに生産物利用共同は生産物聞の技術的補完関係
にあたる.生産物利用共同では土嬢窒素供給物(萱科)と
同費消作物(未本料 ・根葉菜)との前後関係および飼料あ
るいは厩肥の自給や，加工原料の自給などにおける関係
である.
生産規模関係では規模線と規模拡張経路を定義してい
る.規模線は生産要素間結合比率および生産物間結合比
率を一定において，生産規模を変動させることによって
得られる.規模拡張経路線は生産要素聞の偏限界代替率
とその価絡比，および生産物関の偏限界変形率がその価
格比に等しい最適結合点の軌跡である.
なお， Cobb-Dauglas型生産関数では生産弾性係数の
和が 1となる同次生産関数においては生産規模拡犬に対
して一定であり 1より小の場合には逓減し 1より大
の場合には逓増する関係にある. これは叉各生産要素の
偏限界生産力においても同様の関係が成立する.とくに
1の場合には各生産弾性係数は各生産要素の分配率を示
めす.更にまた，生産弾性係数に平均生産力を乗ずる
と， 各生産要素の偏限界生産力が得られる.
次ぎに， B型生産関数の性質については離散的な変数
を仮定している.とくに B型の特殊型であるC型生産
関数が一個であると，生産要素聞の偏限界代替率，およ
び生産要素 ・生産物聞の偏限界生産力が定義できない.
生産プロセス概念を導入した線型計画法では，複数個の
生産プロセス聞の代替関係を媒介として，平均的限界生
産力や平均的限界代替率として計測できるのでA型生産
関数と類似の性質をもっている.
線型計画のようなC型生産関数の性質では，生産要
素 ・生産物閑変換関係および生産要素間結合関係は技術
的に実行可能な生産方法として表示可能な生産プロセス
概念として説明される.生産プロセス概念は加法性， 可
分性，生産物と生産要素の種類の有限性，選択可能なプ
ロセス数の有限性，一価の予測値の5つの仮定によって
経営経済的意味づけが行われる.と くに生産規模関係で
は生産要素は変動的と固定的(=一定的)生産要素に分割
される.短期的には一定的要素叉は技術的制約を与件と
しその範囲内で生産規模は一定である.長期的にはこ
れらの一定的生産要素の条件変化によって生産規模関係
が確立できる性質をもっている.
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註 1)生産関数と技術構造との関係については引用文
献 1)を大巾に引用して整理している.
なお， A型及びB型生産関数は生産理論の範鴎
である.詳細な説明は下記の文献をみられたい.
E ・グーテンベノレク著，溝口 ・高田訳『経営経
済学原理』第1巻生産論，千倉書房， 1954， 202 
頁~235頁
2.技術進歩の計測
(1)農業生産と技術的諸条件
技術諸条件は農業生産を決定する主要な要悶であり，
それは叉技術知識の状態を示めすめ.
特定の農業生産においては特定の技術知識の状態が存
在し，それはいくつかの構成要因からなる.それらの構
成要因は叉，それに対応して技術進歩にも 4つの要因が
考えられる.技術進歩とは技術知識の向上であり，生産
方法の一般的向上と して現われる.なお技術変化とはあ
る技術から他の技術へ移ることである.
技術知識の状態は次の構成要因からなる.第 1に生産
要素の技術的生産性の一般的水準である.特定の技術知
識の状態のもとにおいては，長期的意味における生産諸
要素の投入比率と生産量が定まれば，各生産要素の技術
的生産性が定まる.生産量を一定とすると，それを生産
するに必要な生産諸要素の種々の投入比率に対応して各
生産要素の生産性の一組の予測が得られる.第2に生産
諸要素聞の分配比率と関係することである.特定の等量
線において生産諸要素聞の代替弾力性は規模に関して収
穫不変，完全競争および均衡の諸条件のもとにおいては
分配比率を示めす.第3に生産諸要素聞の代替可能性の
程度である.特定の技術知識の状態，そして特定の生産
量においては，生産諸要素の各投入比率に対応して生産
諸要素の代替の弾力性が定まっている.第4に規模の経
済性である.生産規模は通常投入される生産要素の量に
よって計測される.規模の経済性とは特定の技術知識の
状態において，特定の規模の経済の状態が存在すること
である.生産規模が変化すればそれに応じて各生産要素
の生産性が特定の変化の仕方をする.たとえば，規模に
関する収穫逓減とか，収穫不変とか，収穫逓増とかいろ
いろ変化の仕方をする.
(2) 技術進歩の構成諸要因
1)技術進歩率 :技術進歩の本質的部分は生産諸要素
の生産性の一般的上昇であり，これは叉実質的生産費の
一般的減少である.技術進歩率はこう した技術進歩の速
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度を量的に表現したものである.技術進歩率は，年々の
産出量の増大のうちでどれだけ技術進歩の貢献によるの
であるか技術進歩の貢献部分の産出量に占める割合であ
る.その意味で生産諸要素の生産性上昇の速度でとらえ
るか，又は生産費の減少の速度でとらえるかの 2通りの
測定方法がある.一般的には生産諸要素の生産性上昇の
速度でとらえる.
2)技術進歩の性格:技術進歩の性格(叉は偏僑)とは
一般的に云って技術進歩が生産諸要素の所得分配比率に
与える効果である.生産要素は資本と労働との二種類で
あると仮定すれば，これは技術進歩が資本と労働との分
配比率に与える効果である.この偏僑又は偏向の性格は
2生産要素の場合，三種類に分類される.それは資本節
約的，労働節約的，そして中立的技術進歩である.
資本節約的技術進歩は資本の労働に対する分配比率を
低め，資本節約的偏り(偏僑)をもった技術進歩である.
労働節約的技術進歩は資本の労働に対する分配比率を
高め，労働節約的偏り(偏僑)をもった技術進歩である.
中立的技術進歩は資本の労働に対する分配比率を不変
に留め，偏りのなし、(偏僑のない)技術進歩である.
中立的技術進歩は加えられている特殊な条件によって
何種類かに分類できる.生産要素を何種類考慮するかp
産出量や資本の評価法，とくに何を不変の値と考えるか
ということである.例えばヒックス型の技術進歩は資本
の労働に対する比率が一定であり，結果的には資本と労
働の限界生産物の比が一定ということになる.その他，
ハロッド型，ソロー型などが考えられる.
3)規模の経済性:技術進歩がある場合，規模に対す
る収穫不変，収穫逓減，収穫逓増する場合が考えられ
る.規模に対する収穫逓増は規模の経済を高めることで
ある.
さて，技術進歩に影響を与え，それを決定する主要な
要因としては，次のことが考えられる.そのうち経済的
要因としては技術進歩に投ぜられる資金，企業問の競
争，生産費の騰貴，これに準ずるものとして生産技術に
関する経験である.非経済的要因としては関連諸科学の
発展の情況，生産方法改善のための人間の発明能力，お
よび発明されたものの普及能力があげられる.
また，生産費の騰貴は獲得する収益(利潤)の維持が困
難になる脅威により，それを減少させようとする強い動
機となり，技術進歩を促進する.具体的にはすべての生
産要素が需要に対して不足すること，労働が資本に対し
て不足すること，労働が土地に対して不足すること，この
稲作農業の技術進歩と技術効率の計測一一知藤 7 
なかで労働が資本に対して不足することが重視される.
なお，技術進歩には独立的技術進歩と誘発的技術進歩
にわけられる.誘発的技術進歩は主に経済的要因によっ
て誘発される.
技術変化には二種類考えられる.一つは技術進歩によ
る変化であり，もう一つは特定の技術知識の状態で、選択
される技術や現実の技術が変化する場合である.後者の
技術進歩のともなわない技術変化には，一つは生産要素
の相対的価格の変化に誘発された生産要素の代替であ
る.も う一つは生産物需要の増大などに誘発された生産
規模の拡大である.技術変化はヴィンテージと結びつい
て起こると考えられる.
註 2)本文の技術進歩の概念では引用文献 3)にすべ
て依拠し その要約である. また最近の農業の技
術進歩の概念と計測事例として次の文献がある.
茅野甚治郎「稲作生産構造の計量経済分析jli'学
術報告特輯』宇都宮大学農学部，第42号 1984.
さて，我国の米生産者価格，又生産費が国際的にみて
極めて高いことから，生産性を高めて低コスト稲作が可
能となる技術進歩が強く望まれているだけに，規模の経
済性を発揮される条件がますます重要になっている.
技術進歩率の計測対象は庄内地域における昭和50年か
ら昭和59年までの各年度25戸位の農林水産省米生産費調
査個別結果表として集計された稲作経営である.
技術進歩の計測においては，金額表示の生産要素の場
合，物価指数を考慮し，デフ レートする必要がある.昭
和50年以降， 10年間は農業生産資材の物価指数が比較的
安定していること，農業生産資材を労働対象資材(主に
流動資材)と労働手段資材(主に固定資材)に区分した場
合，物価指数の計測が繁雑になることから，デフレ トー
を行なっていない. また，標本農家の取り方が昭和5~
55年と昭和56~59年では若干変更していることから，両
者を区別してP 昭和50年代前半と後半に区別して，生産
要素の構成比率を一定とした場合における，生産量の理
論値の増加割合をもって，技術進歩率と して表示する.
3.フロンティーア(効率的)生産関数と技術効率
(1) フロ ンティーア生産関数と生産効率
生産関数を利用して生産効率叉は生産力を計測する場
合，前節で考察したように技術進歩の視点から時間的概
念を取り入れて，どのように生産力を上昇してきたかを
計測することが可能である.もう lつは生産単位叉は経
営問の比較によって，生産主要素別ではなく，生産単位叉
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は経営全体の生産力や生産効率として，各生産要素の生
産量に対する相対的関係を考慮、して，計測する方法が考
えられる.生産効率は更に価格効率と技術効率に分離し
て経営ごとに計測で、きれば，それだけ正確に技術評価が
可能になる.フロンティーア生産関数はまさにそのよう
な問題に応える方法であるりの町η.
これは M.J. FarreJl，更に Wesley，D. Seitz等によっ
て開発された.とくに Wesley，D. Seitzは FarreJlの効
率の計測を L.Pによって定式化し， しかもフロンティ
ーア生産関数の一次同次の仮定を外し， 規模に関する効
率概念を定義し，一般化した.
さて，前述では一般的な普通の生産関数を利用して，
生産効率を技術進歩の視点、から，計測する方法について
検討した.最近，生産効率をフロンティ ーア生産関数を
用いて計測する方法が上述のように考察され，我国で
も，施設菌芸，水稲，酪農経営等の事例で利用されてい
る.
生産効率は，農業経営にとって経営規模や経営集約度
(=受容力)と ともに経営成果あるいは経営目標(=経営
純収益の最大)に影響する要因指標を構成する.それは
通常，土地生産性，労働生産性や資本生産性などのよう
に単一生産要素の効率で表わす.しかもそれらは他の生
産要素の機能を全く考慮しないか， あるいは控除法で内
給要素用役を擬制的に市場価格で評価して，当該要素の
機能を計測するために正確に表現できなかった.まして
や多数の生産要素の場合は全く不可能と云ってよい.こ
のような経営における生産効率の計測の欠陥を克服する
ために， M. J. Farrellは経営全体の経済効率(=生産効
率)は価格効率と技術効率の積としてあらわしそれぞ
れの概念と計測方法を提示した.これは多数の投入財を
同時に扱い， しかも各指標が各生産単位(=経営体)ごと
に計測値が得られる長所をもっている日.
1) Farrellの生産効率
Farrellの主要な関心は幾つかの生産活動の効率を計
測することにあった.彼の効率の計測は図 lに示され
る.この図は2投入財(F1/Q=XhF./Q=X2)， 1産出物
(Q)の生産効率を説明したものである.仮定と して①一
次同次のフロンティ ーア生産関数(efficientisoq uant)が
計測される.②各生産単位で投入財の相対価格が一定で
ある.③フロンティ ーア生産関数が原点、に凸である.彼
は生産効率を技術効率，価格効率と全体の経済効率に分
けている.個々の観察値cの技術(物的)効率 (TE)は原
点、からフロンティ ーア生産関数上のb点距離の，原点か
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図1 M. J.Farrellの生産効率
出典:引用文献 4) 
らc点との距離に対する比率として定義する.点cとb
は原点から同一線上にあり， このように同一要素比例を
表わす.個々の観測値cの価格効率 (PE)はpp'線上の
最小可能な等費用線がフロンティ ーア生産関数上の単位
等生産量曲線に援していることを定義することによって
計測される.これは等費用線に示される費用のa点の，
フロンティーア生産関数の等生産量曲線上のb点に対す
る比率として見い出される.
価格効率 PEの計測値は，それ故，利用される要素比例
で与えられた最小費用の，最・適要素比例のフロンテ ィー
ア生産関数で与えられた最小費用に対する比率として決
定される.技術効率TE(ob/oc)と価格効率PE(oa/ob)
の積は全体のあるいは経済効率 EE(EE=oa/oc=obl
oc・oa/ob)の計測値であり，つまり最小費用の，実際
の単位費用に対する比率である.
フロンティーア生産関数と技術進歩との関係は，普通
の生産関数の場合に類似して，中立的及び非中立的技術
進歩が説明される.即ち，等生産量曲線の原点から離れ
るに従って，最小費用線の勾配が一定して，規模拡大経
路線を直線として上昇すれば，中立的技術進歩となり，
それ以外は非中立的技術進歩に分類される.
2) Seitz， W. D. 
Seitzは Farrellの生産効率に図2のよ うに規模の変
数を加えることにより，規模の効率を定義した.
2つの生産要素投入財に規模を加えて，その生産関数
Sc・1.
図2 Seitz， W. D.の生産効率
出典 :引用文献4) 
はある局面に関して規模軸に対して全て凸に記入され
る.この局面は効率的単位等量局面線(EUIS)であって，
つまり規模ごとに効率的単位等量面 (EUIS)を考えるこ
とを可能にした.これは一定の収益の場合に述べた効率
的単位等量面線(EUI)に類似している.
SS'曲線はその面の軌跡であって ら規模の活動に関
する生産関数の適正な詳述である.ぬから E2までの軌
跡はこの生産過程に関する拡長径路の計額IJ値であり，相
異なる規模における等費用線と効率的単位等量商(線)
(EUIS)との正接 ・切線によって与えられる.
所与の規模の技術効率 TESが各規模 Siで計測され
る.EUIS内では Farrellの定義が採用される.同様に
所与の規模の価格効率 PES及び所与の規模の経済効率
が定義される.
多く の規模 Siを与えることによって，各規模 TE=
PE=EE=Iの点，Eiが決まり，この点を結ぶことによ
って，拡長径路 ExpantionPathが得られる.叉規模の
これらの包絡線を与えることによって，規模による要素
結合の中立，非中立も扱う ことが可能となる.
(2) フロンティ ーア生産関数の計測方法
再述するまでもなく，本論は技術効率が稲作経営の昭
和50年代における時系列から， 叉経営耕地規模の差異に
よって，どのように変化するかを検討し，個々の技術効
率の差異がどのような規制要因によって引き起こされて
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いるかを明らかにすることが課題である.それによって
水稲作経営の技術的あるいは生産力構造の特質を更に個
別経営の成果向上への要因を究明して，その発展方向を
考えることにする.
さて，技術効率は前述したようにフロンティーア生産
関数にもとづいて定義される.フロンティーア生産関数
は生産要素投入量とそれから産出しうる最大の生産量と
の関数関係として表わす. Farrellの生産効率は 2生産
要素であったが，それをさらに簡単化して 1生産要素
投入量と産出量との関係で示せば，最上の点を通る包絡
線であらわすことができる.これに対して通常の生産関
数は最小二乗法で求められ，各投入量水準の平均値の軌
跡であって散在する諸点の中央を通る生産量曲線Xoo=
F(X1)であるから，フロンティーア生産関数は通常の生
産関数よりも上部に位置する.
このように任意の稲作経営Aの技術効率あるいはフロ
ンティーア指数 TAは下記の式によって計測される.
TA=XA.XOA/XA.文oAx100....・H ・......……・・(1)
従って，技術効率の計測値，効率指数を計測するため
には，先ずフロンティーア関数を求める必要がある.
フロンティ ーア生産関数の推定値の計測は以下のよう
な制約条件下で目的関数の解を求める線型計画法
Linear Programming (略してL.P.と呼ぶ)問題として
定式化した.
フロンティーア(効率的)生産関数文は Cobb-Douglas
型に従うものとして XO=bOX，blX2b2.... ，Xkbk 
実際の計誤uモデノレは次のように河辺を常用対数に変換
している.但し， log Xo=xo• log bo=so. b110g X1=sIX" 
b210g X2=s2X2.……bk log Xk=skXk 
Xo=so+月内+s2X2+……+skXk・H ・H ・..・H ・.(2)
とおくと， (2)式の âo • sl' s2…skは次の(3)式の制約条件
下で(4)式の目的関数を最小化することによって求めるこ
とができる.
制約条件
?? ? ??
??
???， ，
?
?
????
?
??
?
???
?
???????
?
???
???
?
，
?? ? ? ? ? ?
〈 ? ?
??
?
?
Xj ) ¥1 X1j X2j…… xjkJ ¥ ak 
sk5;， 0 こLで Xk=(2JXkj )/N 
目的関数
BO+sIXl+s2X2+……+skXkの最小化...・H ・.…(4)
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線型計画法， (L. P.)で最小化問題は最大化問題の双
対問題であるので，上式は最大化問題として解くことに
する.従って.sk5;， 0は最大化問題の帰属価格の値とし
て求められる.
ところで，線型計画法で求められるフロンティーア
(効率的)生産関数の推定値(パラメータ )Bkは用いられ
る標本の分析対象のなかに異常なデータの含まれる場合
には，それによって著しい影響をうける.この影響によ
る欠陥を防ぐために，安定化されたフロンティーア(効
率的)生産関数を求める必要がある.そのために，異常
な効率的な標本を除外し効率的生産関数Yを求め，
その推定値パラメータ -s'kと仇と比較する.そして
この両者に大差がなければ，むを効率的生産関数とす
る.しかし，両者に大差があれば， i.'を構成する効率
的経営の標本を更に 1戸除外した場合の主11 を求め，そ
の8九と s'kと比較する.そしてこの両者聞に大差がな
ければ，主'を効率的生産関数とする.このようにして異
常な効率的な経営を除外した確率的な効率的生産関数
むを計測することになる.上記の過程を経てむが得ら
れれば，個別経営ごとの主oJを求め，これらを真数にな
おして Xojを算出する.それをもとにして XojとXjか
ら各経営の技術効率指数は TE=Xj/文ojの式を利用し
て計測することができる.
なお，効率的生産関数の計測資料のなかで，例えば10
a当り収量が低く， 10 a当り労働時聞が著しく多い経営
が， L. P.のプロセスとして採用する場合が，多数の生
産要素投入財と生産量とした効率的生産関数では起こり
得る.そのような経営の標本はあらかじめ除外しておく
ことも計測の 1方法である.
IV. 計 ;.~IJ と吟 味
1.技術進歩率の計測
前章では農業生産叉は農業経営の与件となる技術構造
について，生産関数によって認識し，またその分析方法
を考察した.
本意では Cobb-Douglas型の生産関数を用いて， 実
際の資料にもとづいて，個別経営の稲作部門における，
①技術進歩を計量的に分析し，②技術進歩の型，③技術
進歩にともなう最適生産結合点の変動を検討する.
調査資料は，我国，有数の米産地，山形県庄内地域を
選び，この生産関数分析方法を米生産費調査農家個票に
適用して，庄内地域の稲作部門における技術進歩の特質
を計量的に把握する.庄内地域を選んだ理由は，水稲作
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を主幹部門とする農家経営が支配的であり，調査対象と
して経営環境条件および水稲作技術水準について，かな
り同質的な農業経営が選定されていると判断したからで
ある.
生産関数の年次閑移動を解明するには，調査対象期間
に共通する 1つの生産関数を導出し，各パラメーターを
年度 tの関数として表示する方法が望ましい. しかし
各パラメーターの年度に関する関数型を事前に決めるこ
とが困難であり，また計算量の限界，更に昭和50.年以降
の最近次の状況を検討したい意図から，昭和50.年から昭
和59年の10.ヶ年を選び，各年度別に生産関数を計測し
それぞれの比較によって技術進歩率および技術進歩の型
を判別する方法を用いた.
ただし稲作生産は気象条件に厳しく 支配される.(表
1及び図3， 4参照)計測目的が正常な自然的条件下に
おける，平均的技術水準の進歩を計測する意味から， で
きるだけそれらを排除する必要がある.
生産関数は次に示すような 5変数の Cobb-Douglas型
である.
XO=bOXlb'X2b2XabaX.b4e=主e
パラメ ーター推定値 bi(i=o..1，…， 4)を推定するには，
N 
誤差頃 Eについて呂 logej2(n=標本数)を最小にする
biを選ぶとL、う最小二乗法を用いた.
各記号の内容は，XO:玄米収量(k'J)，X，:稲作付蘭積
(a )X2:労働対象的資本用役(肥料費，防除費，材料費，
水利費の円表示)， Xa:労働手段的資本財用役(建物費，
農機具費，借賃料金，農機具用材料費，除草剤費)，X.: 
稲作総労働時間 biは推定すべきパラメータ ，ー bOは
定数項，b" b2， ba， b.は各生産要素の生産弾性係数であ
る.各年度における生産関数の定数，生産弾性係数を示
すと表5の通りである.
次に，計測結果を用いて，各年度聞の技術水準の進歩
率，技術進歩の型，および生産要素結合比率の変動の合
|作 付 面積 lza当判収 穫量|望詩引作況指数
昭 45 36，6o.ha 577k'J 211，20.0. t 
46 36，50.0. 483 176，30.0. 
47 36，10.0. 516 186，30.0. 
庄 48 34，90.0. 570. 198，90.0. 
49 36，200 573 20.7，60.0. 
50. 37，50.0. 620. 232，50.0. 
51 37，40.0. 526 196，70.0. 
52 37，0.0.0. 593 219，50.0. 
53 36，0.0.0. 581 20.9，30.0. 
54 35，80.0. 548 196，20.0. 
55 34，60.0. 584 20.2，10.0. 
56 33，0.0.0. 534 176，20.0. 
内 57 33，20.0. 576 191，20.0. 
58 33，60.0. 599 20.1，30.0. 
59 34，30.0. 624 214，0.0.0. 
60. 33，50.0. 631 217，60.0. 
55 2，350.，000. 412 9，692，0.0.0 
全 56 2，251，0.0.0 453 10.，20.4，000. 
57 2，230.，0.0.0. 458 10.，212，0.0.0. 
58 2，446，0.0.0. 45θ 10.，30.8，0.0.0. 
国 59 2，290.，0.00 517 1，832，0.0.0. 
60. 2，318，0.0.0. 50.1 1，613，0.0.0. 
資料:東北農政局山形統計情報事務所「農産物生産費統計調査」
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表 2 稲作の収益性 (10a当たり)
得|所(受)率|義族労自
昭 45 82，235 49，749 32，486 
50 171，055 106，053 65，002 
庄 51 152，231 131，478 20，753 
52 190，794 141，512 49，282 
53 188，514 157，227 31，317 
54 172，032 167，395 4，367 
内 55 198，114 174，948 23，166 
〆戸、 56 171，744 191，348 69，604 
f、央考会直， J 57 191，775 193，014 企 1，239
58 209，084 197，998 11，086 
59 222，502 201，161 21，341 
60 219，534 207，104 12，430 
45 82，254 53，052 29，202 
50 164，263 109，363 54，900 
51 152，668 135，907 16，761 
52 182，660 143，625 39，035 
53 182，485 157，684 24，801 
M 171，356 164，756 6 6，00 
県
55 187，453 178ρ56 9，397 
56 169，319 189，765 620，416 
57 185，010 192，337 企 7，237
58 198，049 197，322 727 
59 212，124 194，468 17，656 
60 208，592 200，271 8，321 
54 151，804 153，432 1，628 
全 55 150，733 163，249 企12，516
56 178，349 170，708 622，359 
57 151，423 174，466 623，043 
58 157，890 180，698 622，808 
国 59 176，877 180，463 6 3，586 
60 168，923 128，118 ゐ13，195
資料:東北農政局山形統計情報事務所「米生産費調査」
注: 庄内の56~60年は参考数値である.
用語 :く粗収 益〉主産物価格+副産物価格
く生産費総額〉第2次生産費+副産物価格
く利 潤〉粗収益一生産費総額
く所 得〉粗収益一(費用合計一家族労働費)
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56，082 68.2 48，010 
124，284 72.7 95，361 
91，302 61.9 55，072 
126，418 66.3 86，128 
122，494 65.0 69，925 
98，619 57.3 45，215 
118，562 59.8 68，555 
88，962 51.8 25，041 
104，657 54.6 43，963 
121，337 58.0 55，908 
130，289 58.6 64，838 
125，431 57.1 58，669 
55，433 67.4 47，919 
113，746 69.2 86，192 
92，799 60.8 55，942 
117，645 64.4 79，824 
113，049 61.9 65，945 
96，144 56.1 49，123 
102，746 54.8 54，786 
78，096 46.1 28，441 
92，138 49.8 39，193 
104，437 52.7 50，005 
119，297 56.2 63，934 
114，347 54.8 57，188 
83，552 55.0 48，307 
73，885 49.0 38，971 
67，043 45.2 30，232 
67，551 44.6 30，085 
70，896 44，9 32，377 
88，283 19.9 49，648 
78，931 46.7 39，943 
11 
単位:円
同当左 1日
たり
3，984 
10，896 
7，080 
11，464 
9，336 
6，320 
9，741 
4，962 
6，406 
8，618 
10，幻1
8，822 
3，417 
9，286 
6，312 
9，517 
8，230 
6，411 
7，221 
3，688 
5，540 
6，850 
9，525 
8，426 
5，742 
4，972 
3，926 
4，066 
4，324 
7，195 
5，928 
12 山形大学紀要(農学)第10巻第3号
表 3 昭和 60年産米生産費 (10a当た り)
単位:円(%)
区 分 全 国 山 形 J川目す 庄 内
主 産 物 163，160 202，781 215，925 
粗収益 高i 産 物 5，763 5，811 3，609 
計 168，923 208，592 219，534 
第 2 次生産費 176，355 194，460 203，495 
資 木 手リ 子 7，640 7，604 6，800 
地 代 31，348 49，555 59，962 
第 1 次生産費 137，367 137，301 136，733 
費 用 l口込 μ3，附00 ) I 143，川00 ) I 140，342(100 ) 
購 印刷制)I 州開制)I 53，878( 38.4) 
自 民767(39.7) I 抑制 35.8) I 47，744( 34.0) 
償 却 | 仰町制)I 印刷 29.3)I 38，720( 27.6) 
種 →悶ぃ 費 | 丸793( 2.0) I 加 2( 2.0) I 2，847( 2.0) 
目巴 料 費 | 附 3( 7.6) I 制川 6.6) I 7，851 ( 5.6) 
農業薬剤費 | 7，686( 5.4) I 札制 6，761( 4.8) 
光熱動力費| 3，980( 2.8) I 山( 3.1) I 4，608( 3.3) 
その他諸材料費| 2，23 O( 1.6) I ゑ制 1，711( 1.2) 
水 利 費 | 5，787( 4.0) I 山 ω( 7.7) I 14，199( 10.1) 
賃借料及び料金| 8，720( 6.1) I 10，087( 7.0) I 11，323 ( 8.1) 
建物及び土改設備費 [ 。州 3.0) I 3，695( 2.6) I 2，750( 2.0) 
農 機 7目て 費 | 4開 (29.7) I 必，叫州 | 41，180( 29.3) 
労 {動 費 | 5ム134(抑) I 49，川町) I 47，112( 33.6) 
民側 37.1) I 側 7(34.1) I 46，239( 32.9) 
経 営 費 89，992 94，245 94，103 
所 得 78，931 114，347 125，431 
手リ 潤 企13，195 8，321 12，430 
所 得 率 46.7% 54.8% 57.1% 
資料:東北農政局山形統計情報事務所「米生産費調査」
注:庄内数値は参考値である.
用語:く経営費〉費用合計一家族労働費
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表4 水稲作業別労働時間 (10a当たり)
単位:時間
区 分 言十 一 起整地 基肥|田植|除草|水管理脱穀 みすり
140.0 8.5 7.8 9.2 25.5 25.7 11.6 43.2 5.4 3.2 
庄 45 114.3 8.7 7.3 6.7 22.8 17.8 10.8 31.1 4.7 4.4 
50 72.0 7.9 4.9 3.8 9.9 12.4 8.8 15.8 5.3 3.2 
内
55 58.0 7.8 5.1 2.6 8.2 6.7 10.4 9.9 4.8 2.5 
60 53.2 5.0 4.3 1.7 7.1 4.5 11.3 9.3 3.7 3.3 
昭40 154.4 9.0 10.1 8.9 26.5 24.9 12.6 52.3 6.0 4.1 
1 45 129.5 9.0 8.1 6.8， 25.1 18.6 11.9 40.0 5.7 4.3 
50 78.4 7.6 5.8 3.5 10.1 10.9 9.2 22.0 5.5 3.8 
形 55 62.3 7.8 5.4 3.0 8.1 5.3 8.8 15.6 4.7 3.6 
60 55.3 7.4 4.4 2.3 7.2 3.8 9.1 14.2 3.7 3.2 
昭40 141.2 7.8 14.4 5.6 24.4 17.4 12.0 47.9 6.5 5.2 
全 45 104.6 7.4 11.4 5.2 23.2 13.0 10.8 35.5 6.0 7.9 
50 81.5 6.6 9.2 3.5 12.2 8.4 9.9 21.8 5.1 4.8 
国 55 65.2 6.7 8.1 2.8 8.6 6.0 9.7 15.1 3.9 4.3 
60 55.1 6.1 6.8 2.3 7.3 4.3 9.3 11.4 3.3 4.3 
資料:東北農政局山形統計情報事務所「農作物生産費調査」
注 :庄内60年数値は参考数値である.
+1 
平年。
-2 
理性について考察しよう.
(1) 技術進歩率
:¥ ^ :/¥ IJ 
wlvwl 
ト4月一←5月一←6月一←7月→-8月一ト9月→-10月→
図3 気温図，不作年 (昭和54年鶴岡)
資料 :山形地方気象台 「山形県気象月報」による
生産関数の定数および各生産弾性係数が同時に変動し
ているので，どの生産要素結合点、で測るかによって，技
術進歩率が異なる数値を示す.
(昭和50~53 ) と昭和50年代後半(昭和54~59)にわけで，
各々の年聞の総調査農家幾何平均値を算出し それぞれ
の平均投入量の結合点における各年度玄米産出量の理論
値を生産関数によって算出した.その産出量の単利計算
による年当り増加率を技術進歩率と した.昭和50年代前
半では50~51年間一1.3幻%の退歩であるが， 51~52年したがって，各生産要素につ いて，昭和50年代前半
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ト4丹市月十6月+7月+8月十9月十附斗
気温図，豊作年(昭和60年鶴岡)
資料 :山形地方気象台 「山形県気象月報」による
℃ 
+2 
平年。
+1 
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表5 生
(1)パラメーター推定値の計測結果
常 b川 F?伊例積引|岬物吋?①|吋吋②|丙作ベ言ぞ柄?一州白引It，会ふLム----可i一パつ1 
| 3苛?f::器 器お鴻捌:認綴矧;認羽~I 仰問叫| 一仏引ω山臼m附3お3刈4必51 0ω0ω7悶叫 1 0.3制ω叩附1ω16 1 附 01 0ω9伺8削4ω釧刈9引dl4  
| 2守?i:2鋭矧;拶羽野| 仏ω90∞08幻31 o.ω附0∞側0ω6叫 0ωω附3鉛611 側必仰71 1.0侃防5応5叫 ω則。|
!?ぉ;羽。側61 -ω7511 0.197391 0.054491 1.087231 0.984341 
|-fg劉 0.4お391 0.709121 0捌 81-0.212111 1.1開 0.819ω|
! ? ?鰭1 0 幻7501 0.193 ω 1 -0.0ω 651 一-0ω 6d 0ω95 叫 0.7η加加2お却5貯751
| 5?f7;誌撚矧:野鰐捌7認羽gl1.07781 一0 ω脚臼J一0ω0削 1 0ω0ω2刈 1.0日悶印9但21 0ω99叫叫4必271
| ;t: おi誌怒誠矧;語弦劉:安罰rl 0ω9捌 71 臥叩臨641 0.156181 一0ωωm刈1 1.0ω8糊附ω鵬吋61 0ω9蜘9卯蜘0附ωd| 
| 1守i:f;;認;:羽3仏ω9引叫1ロ2刈一0ω側0ω6z1 O山 1 0附 d 1.0附 1 0ω9叫悶附5幻71| 
| 5守i:f?; 器劉m 1.013391 一0 附 81 0ω0 側 1 0.1 印 5~ 1 州 11 0ω99 刈
5印9 1 5吃f臼?恕;お綜錦矧;お鵠剥:誌刻~I 0ω9卯9郷卿お抑刈91 一0ω2却09叫11 仏ω叩1口730
注)物財費①労労働対象的資本用役(財費)，物財費②:労働手段的資本舟役(財費)
表(1 ) 析分数関産
?
? R 
0.99242 
0.99791 
0.90500 
0.99213 
0.99502 
0.99728 
0.99201 
0.99713 
0.99679 
0.85191 
50 
52 
54 
55 
57 
58 
53 
56 
51 
用役に有利な技術水準の変化が起こっている.
(吟生産要素結合比率の変化の合理性
年次聞の調査農家選定方法は同じでないので，同一主主
家群について，生産要素結合規模平均値の年次的変動を
示す数値を得ることができない.しかし調査農家が各年
度において稲作部門について一定の Cobb-Douglas型生
産関数を採用ししかも一定の生産要素価格条件のもと
で，各生産物産出規模における企業利潤最大点を選択す
る限り，どの産出規模であっても生産要素聞の最適結合
比率が等しくなる.
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間1.037%，52~53年間 0.387% を示 している . 50~53年
間の年平均では0.0336%と停滞を示している.昭和50年
代後半の54~59年間の年平均では 0.5994%の進歩を示し
ている.
(2) 技術進歩の型
これは生産弾性係数の変化の相対比によって判別する
ことができる.
豊作叉は平年作では土地と労働に有利，労働対象的叉
は労働手段的資本用役には不利な技術進歩がおこり，不
作年では土地と労働に不利，労働対象と労働手段的資本
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さて，調査農家の生産結合実績値の変化を検討する.
1)各年度の調査農家の生産要素投入量の幾何平均
値，およびそれらの結合によって産出される生産物産出
量の幾何平均値，更に参考と して企業利潤を表2に示
す.
2)生産要素聞の結合比率として10a当た り労働時
間， 10 a当たり労働対象的資本財費，10a当たり労働手
段的資本財費の変化率を示す.
3)実績値(各年平均値)から， 各生産要素平均生産力
(生産物産出量/各生産要素投入量)を算出している.
表6 生産関数分析表 (I) 
(1)パラメーター推定値の計測結果
年よ数|常 bo数|作?積|流や|吋イ労和| 土bi R2 R 
50 1mii1 4 0.12339  -0.0000 0.97220 
51 |-m怒1-0.0000 0.93ω9 
52 lm吋。!-1.928511 -0.0000 0.95574 
53 198i:;総| 27刈 -0.290921-0.004491 -0側 41 0.99788 
54 
|肌拘
2.107 1.110211 -0ω叫 -0.005051-0.0間| 0.99542 
55 
|67136;1 1.826 1.07831 ー0附 91-0.側 0.99750 
56 
12378861 
1.3763 0捌 61 -0附 1 -0.0蹴| 0.99521 
57 
1 25mω| 1.39974 0.055831 -0.046421 0.99589 
58 
15674271 
1.7539 1伽 31 -0ω36 0.99532 
59 1714ZZ| 1.8 1.021991 -0.087911 0.99221 
表7 生産関係分析表 (m)
(1)パラメーター推定値の計測結果
R 
bo ba 1
9吋思|肘官泊
l
同
50 
1289ml 1.46206 ω18251 0ぉ吋 0附幻11.089981 0.9問 10.9777 
51 |102i鋭| 0.175541 0.33附| 0加 51-0.1蜘 10.8問 10.959671 0附2
52 
lm2吋2.3564 0.333771 0.283691 0.915131 -0.2叫 0.7側 10.952鉛10卿 9
53 
|91吟~I1.96 0.028551 -0.2附!。附61 0.549641 -0.0四 10.885391 0.96吋 0.98020
54 |18i:521 0.014751 0鮒 701 0.173521 -0捌 610加 610.958931 0.97925 
55 2.112521 -0.293581 2.88刈1.169891-0則 31 -0.94刈2.221271 0.481971 0仰 4
56 
1 99mω| 
1.99788 145531 0.6叫 0.315251 -0.229931 0附110.91幻810.9問
57 
1539%51 
1.7323 。ω刈0.6200 0仰 d一0.1叫1.0∞0叫仏ω附96仰臼2刈0ω98山
58 
54勺~I -0.021441 1.733741  0.429371 0刷 11 0.157931 一仏似ωω1臼138犯郎刈8
59 1 
88幻認
1-0.022341 1.94563   。ω110.4493 0.4蜘1-0.3似410.961691 0.913771 0.95591 
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表 8，生産関係分析表 (W)
(1)パラメータ ー推定値の計測結果
係数
¥¥ 
年度
50 
51 
52 
53 
54 
55 
56 
????
?
?
主鐙1
』盤l
-fi;;1 
0lmo| 
R 
040ω9臼1310.062841 0.139141 
仏ω附山3鉛制6臼刷4011 0 詑m捌7刊021 0 仰仰問2幻7
仏ω4ω9叫 0.1840∞01 0ω0附|
0 5印附6肝7叫 0 叩 91 一0ω悶2μ47011
0.44刈 0.257391 0.10吋
一0ω08吋仏ω附3剖山1
0叩 41 0.1附|仏M肌01叫
0.3附 I0.197361 0附 61
0ω4 ωω捌9悦410.299捌捌ω則911 0 印 71 
0 伽 210ωお捌捌6臼吋3お51 0幻吋
ω41141 1.19叫 0.96吋 ω8制
O附 611附 310.93吋 0.96827
0015071 1側 410卿 710.9側
0.04468I 1附 810.972201 0.98600 
0附 111附 41 0.93吋 0.96別
-0007391仏78叫 o叩 010.967ω 
0116810.972351 0.9ω651 0.95060 
0側節10即 0710蜘 410似附附6印9
0.0 臼側481 0ω98 叫 0 似941凶 0ω97 仰
0 削 71 1 ω仰附7拘刈9卯01o.ω95 仰吋i仏的附附9仰防7祁5印m0ω 8 
この各生産要素の平均生産力の変化は生産関数移動効
果と生産関数上の生産要素結合量の変動効果から成って
いる.
4)生産要素投入量実績(平均)値は， 技術水準の変
化，すなわち生産関数の移動と価格条件の変動とに対す
る合理的適用によって決められていると仮定することが
できる.
この計測にはある生産要素(例えば土地面積)における
産出量単位当たり最小生産費結合点，その他生産要素投
入量，生産物産出量，および企業利潤を算出する必要が
ある.
しかし，いずれの年度の生産関数も生産弾性係数の和
が1に等しし、か叉 1より大なのて、選択された調査農家の
範囲内には最適値が見出せない.
以上，稲作部門の技術進歩を Cobb-Douglas型生産関
数を用いて分析してきたが，推定された生産関数が真実
の生産要素 ・生産物聞の変換関係および生産要素聞の結
合関係を正確に計測しているかどうか問題が残されてい
る.
2.技術効率の計測
(1) フロンティーア生産関数の計測
フロンティーア生産関数の推定は線型計商法問題とし
て定式化して計測している.表9は計1Jl.U結果である.
個別経営の生産要素のなかに異常な投入量を除去する
ために， 10 aあたり労働時間が 100時聞を越えている
1979， 1984の各 1戸ずつを除去したもの，又10aあたり
労働時間が極端に少ない1979年以降について各年度で異
なるが 1~ 3戸除去したものを計測している.更にまた
10 aあたり労働時間の過大小と10aあたり収量の極小の
1980年以降について 2~4 戸除去したものを計測 してい
る.
フロンティーア生産関数の計測結果を吟味すると，①
生産弾性係数の和は 1に近く，規模に対して不定とみら
れるが，上述のような除去の操作した生産関数ほど大き
くなり，規模に対して収益逓増の効果が増大しているの
で，明らかに規模拡大の有利であることを示している.
②個々の生産弾性係数のなかで，労働対象的資本財費で
は各年度とも全てOであって，この生産要素の投入量の
変化1%の増加に対して玄米収量の変化をもたらさない
ことを意味している.それに対して作付面積1%の変化
は玄米収量の変化に大きく 影響を及ぼしている.これは
作付面積が大きいほど10aあたり収量が高いことを示し
ている.労働時間の変化による収量の変化は作付面積の
それに次いで大きいが，年次間に大きな差異がある.労
働時聞は栽培管理と収穫 ・調整と一緒にして計測してい
466 
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表 9 フロンティーア生産関数の計測結果ーパラメーター推定値一
昭和年度
戸吊比 数 作付面積 物財費① 物財質 ② 作業労働
21bi bo b1 b2 b3 b. 
50 0.742 0.505 。 0.063 0.610 1.178 
51 1.195 0.795 。 0.063 0.222 1.080 
52 7.576 0.693 0.002 0.231 0.194 1.120 
53 O 。 0.848 O 。 0.848 
54 1.386 1.029 0.061 O 。 1.090 
55 1.126 0.827 O 0.112 0.142 1.081 
56 。 0.236 。 0.305 0.581 1.122 
57 1.264 0.971 0.005 0.095 。 1.071 
58 1.535 0.989 。 0.040 0.027 1.056 
59 1.299 仏903 。 0.085 0.085 1.073 
:|::;! 1.061 0.919 
労働過大小除外
0.045 
0 
1.106 
1.104 
0 
0.104 
0 
0.081 
54 0.959 0.838 0.141 0.016 0.097 1.092 
55 1.113 0.707 。 。 0.457 1.164 
56 。 0.258 。 0.207 0.753 1.218 
57 。 0.732 0.341 0.079 。 1.152 
58 1.535 0.989 。 0.040 0.027 1.056 
59 1.153 0.919 。 0.104 0.081 1.104 
労働過大小除外，収量小除外
?
???
? ?
?
?
?
0.993 
0.637 
1.009 
0.636 
0.945 
0，847 
0 
0.074 
0 
0 
0.143 
0.098 
0.551 
O 
0.196 
1.187 
1.162 
1.141 
注)物財費①:労働対象的資本財費，物財費②:労働手段的資本財費
る.そこで労働時聞を作業別労働時間と玄米収量との通
常の生産関数で計測すると，生産弾性係数について栽培
管理労働と収穫 ・調整労働との差異はほとんどみられな
い.これは厨場条件や作業の機械装備の差異に起閏する
ものとみられる.③常数頃は不作年を除く と， 最近次年
ほど高く安定している. (表7参照)
なお， 労働対象的資本財費の生産弾性係数が0となっ
たが， 各労働対象的資本財費と玄米収量と通常の生産関
数で生産弾性係数を計測すると，肥料費や農業薬剤費の
1%の変化が玄米収量の変化に強く影響していることが
判明した.それらに次いで種苗費であり，動力費や賃借
料及料金はわずかながら影響を与えている. (表8参照)
なおまた，通常の生産関数を利用して，作付面積，流
動資本，固定資本及び労働時隠と玄米収量の関数関係を
計測すると，生産費の費目でとった労働対象的資本財費
(流動費的性格)と労働手段的資本財費(固定費的性格)，
作付面積，労働時間と玄米収量との関数関係で計測した
通常の叉はフロ ンテ ィー アのそれぞれの生産関数と比較
すると両者とも物財費に対しては高い生産弾性係数が得
られない傾向を示している. (表5，6参照)
(2) 稲作技術効率(指数)の計測
1) フロンティーア生産関数により各個別稲作技術効
率を計測した結果について吟味する.
各個別稲作技術効率(指数)xo/主。はほぼ正規分布を
示しその指数の範聞は 1.0~0.9 ま で分布し，分散の程
度は小さく，ほとんど0.9前後の値である.
再述するまでもなく技術効率指数は選択された生産要
素の作付面積，労働対象的資本財費，労働手段的資本財
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表10 計調1年度別技術効率別投入・産出と生産性水準
|玄米収量 |側面積|物財費①|物財費②|作業労働|収量/面積|収量/労働
kg G 円 円 時間 kg 10 kg 0.999- 8，532 125 208，838 371，809 867 68 
0.989- 8，943 140 235，923 432，743 984 64 9 
50 0.979ー 5，932 90 223，393 205，907 885 66 7 
0.969ー 8，893 165 317，797 434，220 1，297 54 7 
平均 8，089 126 234，239 353，62 962 64 8 
1.000-- 7，715 130 257，715 309，336 814 57 9 
0.999ー 11，228 197 521，951 746，071 1，224 57 9 
51 0.989- 1，080 21 58，320 94，174 209 51 5 0.979ー 7，026 148 352，209 583，34Q 1，100 47 6 
0.960ー 9，019 211 633，855 507，493 1，425 43 6 
平均 8，235 152 372，221 481，515 1，008 54 8 
1.000- 9，873 155 450，308 589，007 738 64 13 
0.999- 8，671 171 372，203 707，816 943 51 9 
52 0.989ー 5，441 94 193，955 338，400 724 58 8 0.979ー 7，403 139 425，647 587，760 820 53 9 
0.969ー 18，914 336 1，365，310 1，284，990 2，521 52 8 
平均 9，208 151 372，932 594，936 879 61 10 
202 688，510 58 10 
53 0.969ー 9，198 150 374，0 544，867 61 10 
平均 9，301 152 390，9 550，973 971 61 10 
0.999ー 6，215 108 351，309 451，960 619 58 10 
0.989ー 9，044 162 462，595 644，510 1，001 56 9 
54 0.979ー 9，203 185 537，749 516，809 1，121 50 8 
0.969- 4，789 279 847，539 1，204，450 1，604 17 3 
平均 7，060 143 393，378 549，718 1，119 49 6 
表11 計測年度別技術効率別投入 ・産出と生産性水準
昭和年度| |玄米収量 |作付面積|物財費①|物財費②|作業労働|収量/面積|収量/労働
kg a 円 円 時間 kg kg 
1.000ー 15，819 227 548，575 1，104，15Q 1，431 70 11 
0.999- 9，623 151 396，652 751，709 774 64 12 
55 0.989ー 8，718 146 545，218 771，845 877 60 10 
0.979ー 4，920 90 270，527 494，504 621 55 8 
平均 8，384 137 399，411 707，245 799 61 10 
0.999ー 6，827 126 298，051 761，764 510 54 13 
0.989ー 8，763 156 368，757 843，315 784 56 11 
56 0.979- 11，570 214 560，609 992，225 1，176 54 10 
0.969- 4，167 84 333，550 452，179 641 50 7 
平均 6，730 128 384，937 676，177 750 53 9 
1.000-ー 7，109 117 116，813 122，843 528 61 13 
0.999ー 9，041 152 443，231 873，817 941 59 10 
57 0.989ー 8，059 154 501，083 652，004 750 52 11 
0.979ー 3，661 76 268，943 333，158 595 48 6 
平均 7，649 135 332，974 703，606 756 57 10 
0.999ー 8，937 140 334，888 640，325 807 64 11 
58 0.989ー 8，689 149 435，552 827，638 727 58 12 0.979ー 7，166 137 612，040 671，289 784 52 9 
平均 8，491 141 403，469 689，223 782 60 11 
0.999- 10，040 152 441，165 916，411 741 66 14 
59 0.989ー 7，243 122 386，723 616，609 726 59 10 0.979- 11，084 201 985，213 1，088，550 920 55 12 
平均 9，391 150 481，548 851，687 761 63 12 
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表12 計測年度別経営耕地面積規模別技術効率別投入・産出と生産性水準
昭和年度|技術効率|玄米収量|作付面積|物財費①|物財費②|作業労働 |収量/面積|収量/労働
k~ α 円 円 時間 k~ k~ 
50-A 0.985 3，080 50 105，572 149，848 446 62 7 
B 0.984 8，863 137 254，414 395，212 1，026 65 9 
C 0.985 14，708 225 376，097 609，467 1，485 65 10 
D 0.979 22，669 344 554，627 839，112 2，300 66 10 
51-A 0.984 2，401 47 113，023 202，763 384 51 6 
B 0.999 7，169 127 286，669 295，169 821 59 9 
C 0.988 12，408 230 464，890 775，246 1，438 54 9 
D 0.990 19，853 357 1，209，450 1，053，390 2，118 56 9 
52-A 0.990 3，026 51 133，974 258，190 354 59 9 
B 0.991 8，905 144 393，478 545，922 932 62 10 
C 0.993 14，164 229 520，727 908，364 978 62 14 
D 0.988 23，535 379 846，788 1，156，350 2，218 62 11 
53-A 0.770 2，698 47 131，102 234，817 346 57 8 
B 0.831 7，600 124 320，465 545，456 789 61 10 
C 0.852 14，112 226 552，93 853，552 1，393 62 10 
D 0.864 23，796 381 939，614 772，90 2，174 62 11 
54-A 0.991 2，721 51 166，636 256，148 311 53 9 
B 0.996 7，453 126 377，555 449，011 781 59 10 
C 0.951 8，739 235 174，807 709，235 1，358 37 6 
D 0.984 20，297 359 892，525 1，299，180 1，995 57 10 
注) A: 1 ha未満， B: 1 ~ 2 ha， C : 2 ~ 3 ha， D: 3 ha以上水稲作付面積経営
表13 計測年度別経営耕地面積規模別技術効率別投入・産出と生産性水準
昭和年度|技術効率 |玄米収量i作付面積|物財費①|物財費②|作業労働|収量/面積l収量/労働
kg σ 円 円 時間 k~ k~ 
55-A 0，984 2，763 49 177，415 268，330 312 56 9 
B 0.955 8，112 197 342，060 752，870 789 41 10 
C 0.992 14，732 234 586，976 1，095，720 1，255 63 12 
D 0.993 22，834 351 930，895 1，498，240 1，886 65 12 
56-A 0.964 2，558 52 171，475 286，293 333 49 8 
B 0.958 6，631 123 428，351 810，643 821 54 8 
C 0.977 11，801 221 548，972 1，107，720 1，118 53 11 
D 0.981 18，401 330 913，756 1，369，490 1，720 56 11 
57-A 0.992 3，016 55 246，666 343，716 339 55 9 
B 0.978 6，119 122 671，507 631，335 915 50 7 
C 0.994 12，855 219 600，689 979，355 1，136 59 11 
D 0.992 19，013 320 917，296 1，521，420 1，610 59 12 
58-A 0.989 3，096 53 134，906 279，036 355 58 9 
B 0.984 9，114 155 570，295 1，156，110 1，014 59 9 
C 0.986 13，685 224 627，523 1，207，670 988 61 14 
D 0.991 20，732 331 977，058 1，022，750 1，601 63 13 
59-A 0.991 3，011 50 168，298 240，652 361 60 8 
B 0.987 8，789 141 564，015 1，034，210 759 62 12 
C 0.991 14，546 228 645，030 1，354，630 948 64 15 
D 0.991 21，261 327 1，031，690 1，567，720 1，472 65 14 
注)A: 1ha未満， B : 1 ~ 2 ha， C : 2 ~ 3 ha， D: 3 ha以上水稲作付面積経営
費，労働時間と玄米収量の生産成果との生産関数におけ
る稲作部門間の技術効率の相対的評価指標である.
け高い技術水準にあって高い生産成果を達成しているこ
とを意味している.
技術効率指数が他の稲作部門よりも高ければ，それだ 2)技術効率(指数)の年次聞の趨勢と年次別の水田作
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付面積規模別について選択された生産要素の平均生産力
を計測した.技術効率の年次聞の趨勢では最近次ほど
1.0~0.9 に集中 して分布している . 技術効率の水田作付
面積別では変化は少なし また平均生産力にも大差がな
いとみられる.これは生産弾性係数の和が 1に等しし、か
若干大きいことに関係し， また庄内地域の中間的な水図
面積規模の稲作経営が高位で安定した生産性をあげてい
ることに起因するものと考えられる.(表10，11， 12， 
13参照)
収量増大に対する技術的要因として遺伝的要因，自然
環境，栽培方法をあげることが一般的である.更にその
上に経営者としての管理能力があげられる.
収量増大は生産物価格ととも組収益増大にかかわり，
経営費節約をともなって経営成果(経営純収益)を高め，
経営目標を達成する主要な要因を構成する.
3.庄内地域における稲作技術の性格と展開方向
(1) これまでは生産理論を基礎にして庄内地域の稲作
農業の技術進歩や技術効率など計量的な側面から稲作農
業の技術的性格を考察してきた.
本節ではそのような稲作技術の計量的な性格がどのよ
うな稲作技術の質的性格に基づいているかについて検討
する8)9)
註 3)農業技術とその体系の概念には戦前の 「体系
説J.戦後の「適用説」そして近年の 「総合技術・
農法説」に分けられるであろう.
今後，諸説の吟味にもとづいて，稲作技術の性
格が課題となる.
(2)ー 1)庄内地域の明治以降の稲作技術体系の展開過
程をみると円近代的稲作技術形成期(明治中期一大正中
期)，稲作技術停滞期(昭和10年前後)，稲作技術再編期
(戦時期一戦後前半)一戦後新技術拾頭期ー，稲作技術転
換期(戦後後半)一戦後新技術展開期一，と昭和35年頃ま
でにおける時代区分が行われている.その後，経済の高
度成長期の農工間生産性格差，同所得格差が生じ，農基
法農政の展開や昭和45年以降の米の生産調整が行われる
聞では不安定ながらも躍進してきた.
昭和45年の米の生産調整に入り，オイル ・ショックを
経験し，水田利用再編対策が実施される昭和53年頃まで
にはまだ不安定であった.乗用トラ クタ ー，自脱型コン
パイン，回植機が導入され，手植，手刈作業労働が完全
に排除されて，中型機械化一貫作業体系が形成され，確
立された時期である.
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(2)-2)昭和50年代前半における稲作の部分技術の変
化についてみる田.部分技術は生存適応，季節適応，充
実性向上，子実生産能率増大に分けられる.収量は10a 
当り 550kg台に到達した段階である.先ず部分技術のな
かで，品種選択など生存適応技術ではササニシキがほぼ
全域にわたって栽培され，育苗法や健苗早植等の季節適
応技術では保温折衷苗代はほとんどなくなり，機械植と
共に箱育商法となってきている.播種期は逐次早まって
稚苗の機械植のために 4 月 5~15 日頃となった. 坪当り
播種量は逐次薄蒔き健苗{乍りになってきたが，機械値の
稚苗は 1 箱当り 0.4~0.51 (坪当り 7.2~91)の超密播と な
り，もっと薄蒔きかっ均播の必要が求められている.田
植では田植時期が逐次早まり 5月5~1 5日となってい
る . 栽植密度は75~85株であり株数が多く なったが，問
題は 1 株菌数が 8~1 0.本以上も植付して 1 株内の環境
悪化が懸念される.施肥形態の変化や施肥量増等の空間
適応技術では分施法，化成肥料，生ワラ敷込み，土壌改
良剤及び微量要素の加用から，昭和50年代に入って，堆
肥基肥，穂肥，実肥，生ワラ敷込み，土嬢改良剤及び微
量要素を増投する技術に変化し，土{乍りの推進に力を入
れている.施肥量は N8.6kg， P2059.20kg， K2010kgと
多肥になっており，元肥Nが少し多すぎるといわれてい
る.施肥法や病虫害防除などの充実性向上技術では施肥
法は適度の基肥，それも土壌により肥料の種類，全層，
表層施肥量の分割の仕方により肥効の現われ方を適切合
理的にし， 更に天候や生育状態に対応し乍ら，穂肥及び
実胞を上手に施す方向が求められている.有機質や徴量
要素の添加により土作りが推進されてきている.種子消
毒では熱湯，銅剤，水銀剤，ホノレマリン，ベンレート剤
による消毒が行われている.病虫害防除では液剤，粉
剤，粒剤であっても根よりの吸収等による防除が行われ
るようになった.除草では除草機と除草剤に変化してき
ている.初期，中期， 後期除草剤使用に廻転除草機がけ
が一般的であり，最終の除草時期も 7月上旬に後期除草
の使用で終り，その後，稗抜きとなっている.
土嬢改良， 深耕などの子実生産能率増大技術では，微
量要素量が多投化し トラクターの乗用化，高馬力化す
るなかでロータリ 耕ーであるものの，ある程度，深耕が
行われている.有機質肥料多投と併せて，更により一層
の深耕が必要とされている.港紙排水管理では，本回遊
水始めと田楠-迄の日数は早田植により潅水初日が早まっ
たが，田植迄の日数は短縮の傾向にある.中平と作善寺が
生ワラ敷込みと併せて行われるようになってきている.
稲作農業の技術進歩と技術効率の計調0- 加藤 21 
落水時期は，以前には8月中旬頃であったが，現在では
9月上旬頃と遅くなった.
(2)-'-3) 昭和50年代後半と今後の稲作技術の展開方
向:昭和50年代後半の稲作技術は昭和50年代前半のそれ
を踏襲し稲作技術の改善方向は改良良質米多収品種の
導入，健苗早植の実施，施肥法の合理化，共同作業と施
設の改善，機械化，そして水田生産基盤の整備を推進す
ることを目途している.
田植機，自脱型コンパインなどの一層の多条化，高馬
力化，高能率化が進み，乗用トラクターの高馬力化など
でより一層の省力化によって労働能率の向上がはかられ
てきている.栽培品種はササユシキにますます集中して
きているなかで，山間地に適応した庄内32号などの開発
も進められてきている.健苗の育成と適期移植について
は栽楓密度や株当り植付本数を適正な栽培密度にし 2
~3 本の適正な植付本数を目途 している . 気象情報，生
育診断予測，技術活用システムに取りかL り，各種診断
予測技術の精度向上をはかっている.我国の内外価格差
の問題となるに対応して，低コスト稲作技術の開発 ・普
及がはかられるなかで，栽培技術の側面では直播水稲の
生育安定化技術には達していないが，直矯栽培技術体系
の確立は省力，コスト低減に及ぼす影響が大きく見込ま
れることから今後とも取り組みを強められるべきである
か 側条施肥等新しい栽培技術の開発，普及がはかられ
てきている.側条施肥は移植と基肥施肥を同時に行うた
め，省力化の可能性が大きく，初期生育が促進され， 2E
素の利用効率が高まり基肥を若干減肥しでも減収しな
く， 肥料の溶出が少なく環境汚染防止に効果があるなど
利点が多い.更に精度の一層の向上と追肥方法等施肥体
系を確立していく必要がある.機械の高能率化に対応し
て利用度を高めて低コストを推進することが重要になっ
ているだけに， 安全装置の付加等にも配慮し 機械 ・施
設の測凋化，耐久化，低価格化が求められている.機械 ・
施設の有効利用をはかるには作業面積の拡大=水田面積
規模の拡大がますます必要となる.それには中核農家の
育成とともに地域営農集団の育成が重要である.更に農
業機械銀行方式を推進するとともに，中古農業機械市場
を整備し全体としてライス ・センターなどの地域中核
施設を活用した生産体制を整備していく必要がある.
昭和60年代に入って低コスト稲作とともに転作の定着
をめざして水田農業確立対策がとられてきている.それ
には田畑輪換等，水回の高度利用がはかられていく必要
がある.
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庄内地域の場合，気象条件，転作面積の達成，安定し
た価格条件等から水稲， 麦類， 大豆の穀類中心の 2年3
毛作の作付方式が望ま しいと考える.田畑輪換の効果を
発揮し，水田の高度利用技術の開発 ・普及を積極的に図
っていく ことが重要である.
庄内地域は土地基盤の整備が全国的に最も進んでい
る.今後もパイプ潅瓶，用排水分離など計画的な土地基
盤の整備を推進する必要がある.先ず田畑輪換を可能に
する水田の汎凋化が重視されるが，水田の経営耕地規模
を拡大し，技術革新による生産性の向上を通じて生産費
の低下を目途して行われるとともに水稲作以外の転作作
物の定着化をはかる方向で，園場を総合的に条件整備さ
れることが重要になってきている.
現在，中型機械化一貫作業体系とい う，我国特有の機
械作業体系が確立しているが，更に低コスト稲作を可能
にするには圃場の大型化及び土嬢，土層改良とともに農
道，用排水等を一体的に整備し，その際，換地による農
地の集団化を促進する必要があるとされている.更に同
時に併せて基幹獲瓶排水施設の体系的整備を図り，訓凋
化に耐えうるよ うに濃瓶排水事業の推進が必要となって
きている.土壌改良(地力維持 ・培養)では有機物の増投
の条件整備をはかり，そのために広域的な有機物供給セ
ンタ ーの設置がとり上げられてきている.更に地力診断
施設 ・機器を積極的に導入し，適正な施肥体系を確立し
ていくことが求められている.土づく り運動もそのなか
でより一層推進する必要がある.
こうした稲r作F技+折体術J.情i守1を推進するために庄内地域で
かな庄内こめづくり運動」が昭和6臼2年度から進められ，
品種 .産地悶競争に勝ちぬくために高品質 .良食味，自
主仕分け r調整見本米J，整粒歩合80%(70%以主穀物
検査法)， r早自に始めて適期内に完了」を目標としてい
る.昭和61年度から内陵地方では「やまがたおいしい米
づくり運動」叉山形県全体では 「良質米低コスト生産性
向上運動」に取り組んでいる.その成果に注目されると
ころである.
v.むすび
本論では，先ず我国の稲作農業生産力の向上と技術の
進展を検討した.小地片土地所有零細農耕のも とで家族
経営が生産力の担い手として位置づけられている.稲作
農業技術は小農と しての家族経営に適応して展開してき
ている.とくに戦後の食糧増産期で
さらに経済の高度成長期では差農量業の近代化路線のもとで
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新技術が各方面にわたって広く展開し稲作農業では乗
用トラク ターの生産力段階に到達し，中型機械化ー賞作
業体系の確立をみた.そのような高度な生産力段階では
従来の家族経営の経営耕地規模では高い経済効率が発揮
し難くな り，経営耕地規模拡大が一層必要になってきて
いる.
次ぎに，昭和50年代における庄内地域の農林水産省米
生産費調査農家個表を利用して，生産関数分析を試みて
いる.生産関数では技術進歩率や経済効率における技術
効率を計測するために， 普通の平均的な生産関数ととも
にフロンティ ーア(効率的)生産関数を使用している.
いずれの生産関数においても，経営規模に対して収益
が一定であるか，若干経営規模拡大の有利性がうかがわ
れた.
庄内地域の技術進歩率は計測上，若干の精綴さに検討
の余地を残しながらも，昭和50年代に入っても持続的に
成長していることが判明した.
これは調査資料が 4ha以下の水田面積規模の範閤内か
ら推測されたものである.
個々の生産要素の生産弾性係数では生産量に対して水
稲作付面積が最も高い反応、を示し，次いで労働時間，労
働対象資本用役，そして労働手段資本用役の順になって
いる.労働時間のなかでは苗代，耕転，田植，栽培管理
は正値を示し，とくに田植が高い反応を示している.収
穫はむしろ負の反応を示している. しかし労働時間の
節約効果の寄与率では回植と収穫が高いことから収量の
増加のみならず費用の節約の側面でとらえておくことが
重視される.労働対象資本用役では収量に対して種苗，
肥料，農薬そして動力費が正の反応を示しているが，賃
料 ・料金は反応が低い，収穫労働の減少と労働手段資本
用役には密接な関連があり，とくに労働手段資本用役は
低い反応を示していることから，大量生産経営で大きく
ならず，小生産経営が過剰投資の傾向のあることがうか
がわれる.収穫労働では大生産経営の省力化が著しく進
行していることがうかがわれる.
技術効率では技術効率の高い経営ほど単収が高く，省
力化して労働生産性が高いことが判明した. しかし，経
営耕地規模別では必ずしも技術効率に明瞭な関係がみら
れないが， 単収や労働生産性が高まる傾向がある.
最後に，庄内地域の稲作技術の質的な性格と展開方向
について考察した.中型機械化一貫作業体系の展開と変
質を余儀なくされるであろうが，それは，今後の展開方
向において，新しい水田農業の確立に向けた稲作技術と
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経営革新の出現にかかっている.それは叉従来にもまし
て，生産力の向上が可能になるであろうが，依然として
小地片土地所有零細農耕で分散錯闘が制約条件となるこ
とは必然、である.それを転換するには個別農業経営の展
開だけでなく地域的な集団的生産組織や協同農場。によ
り集団的生産力の形成をはかることが最も重要な課題と
して残されるものと考える.
註 4)小倉武一氏は著書『日本農業は活き残れるか』
中巻.(社)農村漁村文化協会.昭和62年刊におい
て農業構造改革論を展開され， 日本農業は私的性
格よりも社会的性格をもった協同農場制lを確立す
ることで活き残れる道を示している.
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